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〈レポート〉農林水産業

専任研究員　平田郁人

飼料業界の動向と飼料価格引下げの方策

市場規模が縮小するなか、飼料業界ではこ
の10年余り大手メーカーを中心に生産性の高
い大規模基幹工場を建設してきた（第２図）。し
かし、これによって業界全体の潜在生産力が
増え、需要の減少と相まって過剰生産体質を
助長し、競争をさらに激化させる結果となっ
た。
このような状況のもと、配合飼料の生産構

造は、新鋭の大規模基幹工場と老朽化した小
規模工場が混在する状況に陥っている。元々
付加価値が多くない配合飼料業界は、基幹工
場の操業率が９割前後の水準にとどまってお
り、これが収支を一層圧迫する結果となり、営
業利益率は１％台と低い水準にとどまってい
る（第１表）。近時、大手メーカー間で合併等
の組織統合が起こっているのは、個別企業と

政府は2016年11月に「農業競争力強化プロ
グラム」を決定し、飼料についてもほかの生
産資材と同様に安定供給とともに価格引下げ
に努めるとしている。そこで、具体的な飼料
価格引下げの方策について考えてみたい。

1　過剰生産体質となっている配合飼料業界

飼料業界は、全農系（シェア28％）、専門農協
連系（シェア６％）、商系（シェア66％）に大別で
きる。飼料の供給量は第１図にあるとおり減
少基調にある。この背景には、畜産物の生産
減少や家畜改良に伴う家畜の飼養頭羽数減に
よる飼料需要の減少がある。96年から16年ま
での20年間で家畜の飼養頭羽数は乳用牛30％
減、肉用牛15％減、豚６％減、採卵鶏８％減
となっている。
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資料　農林水産省「飼料をめぐる情勢」「飼料需給表」
（注） 1　TDN（可消化養分総量）とは、エネルギー含量を示す単位であ

り、飼料の実量とは異なる。
 2　84年度までの輸入は、全て濃厚飼料とみなしている。

第1図　飼料供給量の推移
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資料　（公社）配合飼料供給安定機構「配合飼料産業調査結果」

第2図　工場生産能力別の配混合飼料生産状況
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しての業況改善には限界があり、業界として
対応しなければならない状況になっているこ
との現れである。

2　求められる配合飼料工場の整理・統合

飼料価格に占める原材料費の構成比は83％
であり（第１表）、一見すると原材料費削減が飼
料価格引下げに効果的であるように思われる。
しかし、配合飼料の原材料の大宗は輸入農産
物であり、この価格は基本的に国際農産物相
場、為替レートや海上運賃で決まってしまう
ため、原材料費の削減は容易ではない。
無理な原材料費の削減は原材料の品質を低

下させることとなり、製品である畜産物の品
質にも悪影響が出る懸念がある。さらに、飼
料の銘柄数も比較的多くなっているが、ユー
ザーである畜産農家の意向を踏まえ畜産生産
者の飼養形態に対応した供給になっている結
果であり、必要以上に銘柄数を削減すること
は原材料費削減と同様の問題が発生する可能
性がある。畜産物の品質が低下すれば、輸出
の拡大、輸入畜産物への対抗や国内需要の喚
起に水をさすことになってしまう。
したがって、飼料価格の引下げは、加工経

費（売上原価）や一般管理費（販管費）の削減が主

たる取組みとなる。過剰生産体質のなか、基
幹工場の操業率を向上させ加工経費を大きく
引き下げるには、組織統合等の業界再編を伴
う配合飼料工場の整理・統合が必要になる。工
場の整理・統合によって飼料供給にかかる一
般管理費も削減することができる。

3　今後の留意点

一方で、工場の整理・統合によって工場か
ら畜産生産者までの距離が長くなるため、飼
料の運賃等の輸送コストを増嵩させる。した
がって、工場の整理・統合と並行して、メー
カー間での受委託製造の拡大や流通拠点の共
同運営を行う必要がでてくる。また、従来部
分的であった全農系飼料会社と商系メーカー
との連携を強化することが必要になると考え
られる。
飼料の主要原料であるトウモロコシの主要

輸入先である米国では、トウモロコシのエタ
ノール仕向けが拡大するとともに、異常気象
による凶作（12年）が発生している。さらに国
際穀物取引において中国が買付者としての存
在感を増しており、飼料原料の安定的な輸入
に不透明感が高まっている。
飼料の供給途絶は家畜の生存の危機に直結

する。このため飼料業界は、飼料輸入先の多
様化を進めており、15年にはブラジルからの
飼料用トウモロコシ輸入は32％まで高まって
いる。長期的な飼料原材料費の低減に加えて、
安定供給の観点からも原料調達先の分散化を
引き続き行わなければならない。
系統組織としても「農業者に安く良い生産

資材を供給するための取組み」を実践してい
くために、もてる機能を総動員して引き続き
飼料の安定供給と価格引下げに取り組んでい
く必要があろう。

（ひらた　いくひと）

構成比
売上原価 89.9
原材料費 83.3
加工経費 6.6

販管費 8.4
一般管理費 3.1
輸送費 2.2
安定基金負担金 1.8
その他 1.3

営業利益 1.7
計 100.0

資料 第2図に同じ
（注） 委託加工分は原材料費に計上している。

第1表　 配合飼料価格の構成比（2015年度）
（単位　％）
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〈レポート〉農林水産業

専任研究員　秋山孝臣

国産材原木流通システムの変化と中間土場の役割

るとともに、直送のニーズが増え原木流通の

システムが変化してきた。

2　中間土場の役割
（1）　「中間土場」とは何か

「土場」とは「木材の輸送や保管のために利

用する木材の集積場所」であり、中間土場の

ほか山土場、原木市売土場、工場土場などが

ある。

山土場とは、山元の伐採現場の小さな集積

場（せいぜい数百㎡くらい）であり、製材用優良

材からチップ・バイオマス材にわたる細かな

仕分けは比較的困難で、流通の拠点となるに

は機能が不足している。

中間土場は、山土場から目的地までの距離

が長い場合、その中間に設けられるものであ

る。2000年代になって徐々に増えてきおり、少

なくとも全国で数十か所程度あると言われて

いる。
（2）　中間土場の機能

中間土場は、一般に数千㎡程度の広さであ

り、原木市売市場より山土場に近い場所にあ

る。森林組合・素材生産業者・加工場等が運

営主体となり、森林組合などから原木を集荷

し、樹種や径級・長さ等によって複雑な仕分

けも行う。川上の木材生産者と川下の需要者

の間に立ち、流通のコーディネーターとして

双方の需給の情報交換を行い、流通の交通整

理を行う役割を担っている（第１図）。

つまり、中間土場は、原木流通システムの

1　国産材原木流通システムの変化
（1）　原木市売（いちうり）市場とは

原木市売市場は、生産者等から集荷した原

木を保管し、買方を集めてセリなどにかけ、最

高値を提示した買方に対して販売を行ってい

る。販売後は商品の保管、買方への引渡し、代

金決済等の一連の業務を行い、主として出荷

者からの手数料により運営している。その数

は2011年で465事業所であり、国産材原木流通

システムの中核となっている。
（2）　国産材原木流通システムはなぜ変化したのか

ａ　市売と直送

原木の流通には、素材生産業者が伐採した

後、原木市売市場や木材販売業者を経由して

製材工場や合板工場などへ流通していく市売

の場合と、素材生産業者等が伐採現場から工

場へ直送する場合などがある。

全国規模でみると、直送が徐々に増加して

おり、原木市売市場を通じて流通した国産材

と工場へ直送した国産材の量は、11年ではほ

ぼ同水準となっている。
ｂ　消費者ニーズおよび原木流通システムの変化

我が国では、従来から木造住宅への志向が

強く、かつては和室の柱を中心に無節のいわ

ゆる役物
（注1）
（やくもの）へのニーズがあった。この

ため、高級な材を選別購入する需要から原木

市売市場でのセリ売が盛んとなったが、その

後、構造用の役物需要は減少しセリ売のニー

ズが減った。その結果として、製材業者等が

参加し材を吟味する形での原木市売が減少す

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/
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変化を前提に、従来、原木市売市場で市売（セ

リ売）が果たしてきた流通の司令塔の役割を新

たに担う存在として登場してきたと言える。中

間土場の近年の増加は、直送が増加したこと

による流通構造の変化のなかで、市売が十分

にその役割を果たせなくなったためであると

も言える。

3　中間土場増加の背景

中間土場増加の背景として、以下の点が指

摘されている。
（1）　大規模加工場の出現

2000年代の「新生産システム
（注2）
」以降、製材

工場の大型化や合板工場の設置に伴い、品質

が均等な原木を、その時々の需要に応じてま

（注 1）和室などの室内で表に見える部分に使用され
る化粧性の高い製材品のこと。

（注 2）新生産システムとは、06～10年に行われた林
野庁のモデル事業で、全国に大規模製材所を建設
し国産材を工場直送により安定的に供給すること
を目指した。

とまって供給することが求められ

るようになってきた。従来の原木

流通システムではこうした大量調

達の需要に対応することが難しく

なり、中間土場が登場することと

なった。
（2）　原木搬送コスト削減

また、中間土場を通して工場に

直送する場合、一般に山土場に比

べて大型トレーラ等による輸送が

可能となるため、山土場から原木

市売市場を通して工場に搬入する

よりも、物流コストを縮減するこ

とが可能となる。
（3）　バイオマス材の増加

バイオマス発電の稼働が本格的となり、原

料となる木材の集積地として中間土場が重要

視されるようになった。

4　課題と展望

中間土場には、今後原木市売市場に代替す

る機能の獲得が期待される。

第一に、独自の供給網を作ることにより、山

から窓口を一本化し、価格交渉権を保持する

ということである。

第二に、川上と川下、つまり供給と需要の

なかで物流のみでなく、金銭授受にかかる与

信管理機能も形成し、発展させていく必要が

ある。

現在、原木流通システムは変化の真っただ

中にあり、現状の物流における課題の多くを

解決していく機能・役割を中間土場は多分に

持っており、次第にその動きが定着していく

と考えられる。
（あきやま　たかおみ）

第1図　中間土場のイメージ

出典　林野庁「平成27年度　森林・林業白書」
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〈レポート〉農漁協・森組

「農村集落元気づくり事業」のモデル地域に選

定され、10年に県内外の大学と連携して「集

落活性化プラン」をとりまとめた。これを契

機に地区住民主体の地域づくりが盛り上がり、

12年には直売所、14年には加工所が開設する

など、多岐にわたる取組みが展開することに

なった（第１表）。同年には赤田地域運営協議会

（以下「協議会」）が設立され、取組みを組織的

に行う体制も整った。

協議会では現在、「直売所・加工・スーパー

部会」「そば・ピザ部会」「人材育成・ガイド・

企画部会」「特産品部会」の４部会で、120人

ほどの住民が活動している。

2　しんせいサービスと協議会の「支援協定」

赤田地区では、地区内唯一の商店が、店主

の高齢化を理由に廃業を検討しており、将来

的に地区の高齢者が自力で買い物をすること

が難しくなるという危惧が高まっていた。

そこで、協議会は15年に秋田県「お互いさ

まスーパー創設事業」に手を挙げ、自ら店舗

を設立して運営に取り組むことを決めた。し

過疎高齢化が進む中山間地域では、住民た

ちが自ら「地域運営組織」と呼ばれる組織を

立ち上げ、買い物支援や高齢者福祉などに取

り組む例が増えている。ただし、取組みの難

易度が上がるほど、それを住民組織だけで実

施することは難しく、専門的なノウハウを持

つ組織・団体との連携が必要となる。

その連携先の一つとして期待がかかるのが、

多様な事業ノウハウを有するJAグループであ

る。こうした連携の事例として、株式会社ジ

ェイエイ秋田しんせいサービス（以下「しんせ

いサービス」）による「赤田ふれあいスーパー」

の運営支援について紹介したい。

1　地域づくりに取り組む赤田地区

「赤田ふれあいスーパー」のある赤田地区は、

秋田県由利本荘市の北部に位置する中山間地

域である。山菜の恵みをもたらす里山などの

豊かな自然に囲まれ、長谷寺に安置される十一

面観音立像（通称・赤田の大仏）や夏の赤田大仏

祭りなどの史跡・郷土芸能を目当てに、年間

３万人もの観光客が訪れる。

しかし、全国の中山間地域の例にもれず、こ

の赤田地区でも、人口は2016年時点で343人と

40年前の半数近くにまで減少し、高齢化率も

47.6％に達するなど、過疎高齢化が進行してい

る。13年には地区の児童が通う小学校も閉校

し、地域の衰退に対する危機感は高まる一方

であった。

こうした折、赤田地区は09年に由利本荘市

主事研究員　寺林暁良

JAによる住民組織の店舗運営支援
─ （株）ジェイエイ秋田しんせいサービスと「赤田ふれあいスーパー」 ─

取組み
09年
10
11
12
13
14

16

市の「農村集落元気づくり事業」に選定
「集落活性化プラン」とりまとめ
ピザ焼き窯開設
「赤田ふれあい直売所」開設
県内他集落と山菜リレー出荷を開始
「赤田ふれあい加工所」開設
赤田地域運営協議会設立
「赤田ふれあいスーパー」開設

資料 ヒアリングにより筆者作成

第1表　 赤田地区のこれまでの取組み

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/
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かし、住民組織である協議会に商品の仕入れ

や店舗運営に関するノウハウがあるわけでは

ない。そこで協力を求めたのが、しんせいサ

ービスであった。

同社は、秋田県由利本荘市およびにかほ市

を管内とするJA秋田しんせいのグループ会社

で、Ａコープ９店舗、給油センター11か所、自

動車センター３か所を運営するほか、食材宅

配事業やLPガス事業なども実施している。

JAグループの一員として地域密着を掲げる

同社は、協議会からの協力要請を快諾し、両

者は16年３月27日に仕入れや店舗運営に関す

る「支援協定」を締結した。

3　「赤田ふれあいスーパー」の運営状況

こうして、協議会が運営する「赤田ふれあ

いスーパー」は、16年３月30日に開店した。営

業時間は午前９時から午後３時までで、年末

年始とお盆を除いて毎日営業している。店番

は協議会の担当者が交代して勤める。

「赤田ふれあいスーパー」には、食料品から

日用雑貨まで100種類あまりの商品が並ぶが、

「支援協定」によって仕入れ先がしんせいサー

ビスに一本化されたことで、発注や支払いに

かかる協議会の事務負担は大幅に簡略化され

ている。店頭価格も、しんせいサービスがＡ

コープ店頭価格から割り引いた価格で商品を

卸してくれるため、一般のスーパーに近い価

格帯に設定することが可能となっている。

開店当初は店舗運営に慣れず、単月で赤字

となることもあったが、しんせいサービスか

らアドバイスも受けながら運営方法を適時見

直してきた結果、開店から16年末までトータ

ルの収支はほぼ均衡とすることができた。

4　「赤田ふれあいスーパー」の成果

「赤田ふれあいスーパー」は、もちろん高齢

者の買い物支援に大きな役割を果たしている

が、成果はそれだけではない。併設する「赤

田ふれあい直売所」の売上げが、同スーパー

設立以前に比べて1.5～２倍に拡大するなど、住

民にとって喜ばしい成果も表れている。

また、「赤田ふれあいスーパー」の周辺は、

協議会が会議を行う施設である「東光館」や

直売所、加工所などが集まる、まさに「小さ

な拠点」である。「東光館」の一室は週に２回

開放され、高齢者が交流を楽しむ場となって

きたが、同スーパーができたことで、周辺の

拠点としての機能はさらに高まった。

協議会では、弁当の配食サービス、観光客

向けの土産・特産品の開発など、新たな展開

を企画しているが、今後も必要に応じてJAや

しんせいサービスに連携を求めていきたいと

している。両者の連携は、JAグループが機能

を発揮し、住民組織の活動を支援している事

例として注目されよう。
（てらばやし　あきら）

高齢者の買い物支援を目的に開設された「赤田ふれあい
スーパー」

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/
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有する分も含む）のうち、３割強を登録金融機

関が占めている。低金利環境により銀行等は

調達した預金を運用して収益を上げることが

難しくなっているため、都市銀行や大手地方

銀行を中心に、投信を含む預かり資産業務を

強化しているケースが多いことが背景にある。

JAでも一部が投信を取り扱っているが、近

年は利用者からの需要増大を受けて投信販売

に力を入れているところも現れている。その

ようなJAの一つであるJAセレサ川崎の事例を、

ヒアリングを元に紹介する。

2　研修で投信担当職員のスキルアップ

JAセレサ川崎は神奈川県川崎市全域を営業

エリアとしている。当JAは以前より投信を取

り扱ってきたが、低金利環境により貯金商品

の金利を高くできないなか、投信への需要が

高まってきたため、15年度から改めて投信販

売に力を入れるようになった。営業エリア内

には証券会社の支店が多く、周囲の地銀も投

信販売に積極的だという。

当JAで投信を取り扱うのは、渉外担当者と

窓口担当者の全員である。渉外担当者は信用

と共済の複合渉外、窓口担当者は信用事業職

員であり、投資信託の専任担当者は置いてい

ない。

投信販売を強化するにあたり、販売のスキ

ルアップのため、推進のリーダーとなる渉外

担当者を各支店から１名ずつ選抜して外部の

1　投資信託が徐々に浸透

個人が投資信託を保有する傾向は徐々に強

まっている。第１図は家計が投信に資金を投

じている金額と、家計が保有する金融資産残

高に占める投信の割合の推移を示したもので

ある。2000年以降のほとんどの期間で投信に

資金が流入しており、家計金融資産全体に対

する割合も長期的には右肩上がりの傾向にあ

る。その要因は、長引く低金利環境下で、定

期預貯金や個人向け国債といった安定してリ

ターンが得られる商品の利回りが大幅に下が

っているため、投信でリスクを取ってリター

ンを得ようとする傾向が徐々に強まってきて

いることである。

個人が投信を購入する窓口になるのは証券

会社が一般的である。しかし、98年の銀行窓

販解禁を端緒として、証券会社以外の登録金

融機関（銀行等）が窓口となっている例も多い。

直近では、公募投資信託の残高（個人以外が保

研究員　髙山航希

JAの投資信託販売
─ JAセレサ川崎の事例 ─

6.0

4.5

3.0

1.5

0.0

△1.5

（兆円、％）

00
年
01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15

第1図　家計による投資信託の利用状況

資料　日本銀行「資金循環統計」
（注）　いずれも四半期データの4四半期移動平均を取ったものを使った。

投資信託への資金流入額（家計によるもの）

家計が保有する
金融資産に占める
投資信託の割合

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/
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研修を受けさせている。研修の主な内容は、投

信に関する座学、実践的なトレーニング、経

済への興味の涵養である。参加した職員は、例

えば投信を紹介して良い反応を得られなかっ

たときにどう対応するのがいいかといったデ

ィスカッションを行っている。研修を受けた

後は、支店のほかの担当者と研修内容を共有

するようにしている。

なお、投信販売に関して、当JAは担当者に

目標を設定している。目標はノルマではなく、

渉外担当者の経験年数によりランク別に設定

しているとのことである。

3　投信は利用者への配慮が貯金以上に必要

推進面については、特にマイナス金利導入

後、定期貯金の満期が到来すると新しく適用

される金利が前回より大幅に下がっており、貯

蓄性のある共済商品の予定利率も低くなって

いる。こうした状況で生まれている、リスク

があってもリターンを得たいニーズに当JAは

対応している。

とはいえ、投信は通常の預貯金商品と様々

な面で異なっている。なかでも最も重要な違

いは、投資信託にはリスクがあるという点で

ある。そのため推進の主な対象はこれまでに

投信保有経験がある人やある程度のリスクを

許容できる人である。

一方で、投資経験が今まで全くないものの

投信へのニーズを持っている利用者も存在す

る。そのような利用者は比較的若く、これか

ら資産作りをしていこうと考えている人であ

る。このような利用者に対しては、投資予定

金額を一度に使って投信を購入するのではな

く、毎月一定の金額で少しずつ投信を買い足

していく「投信つみたてサービス」を勧めて

いる。「投信つみたてサービス」なら、初心者

が徐々にリスクのある金融商品に慣れていき

やすく、最初は少額でも基準価額の変動が気

になり、金融や経済に関する知識の習得につ

ながっていくという。さらに、「投信つみたて

サービス」はJAの定番貯金商品である定期積

金と似ているため、定期積金を利用したこと

がある人に対して勧めやすい側面もある。

そして、重要なのは利用者が投資信託を買

った後のアフターフォローである。ヒアリン

グを行った16年秋は、15年夏からの株価下落

と円高により、基準価額が下落している投資

信託が多かったが、そのようなタイミングは

アフターフォローの重要性が特に高まるとい

う。当JAでは、投資信託を保有している利用

者が定期訪問先であることが多いため、渉外

担当者が定期的に訪問して金融環境の説明を

行っている。

4　投信は双方にメリットがある可能性

これまで投信を扱うJAはあまり多くなかっ

た。しかし、低金利環境下で、投信は利用者

とJAの双方にメリットのある金融商品となる

可能性がある。ただ、投信は商品性が貯金と

は大きく異なるため、当JAは担当者のスキル

アップのための研修を実施し、また、投信の

購入者がリスクとうまく付き合えるよう配慮

している。当JAのこうした施策は、これから

投信販売の強化を考えているJAの参考になる

ものと思われる。
（たかやま　こうき）

農林中金総合研究所 
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されてきている。また、農協の女性部との交
流や水産物の調理・加工などを通じて地域社
会から女性部の認知度が向上している。
その一方、女性部の部員数は減少傾向にあ

り、女性部の存続が年々難しくなっているこ
とがうかがわれる（第１表）。

3　女性部の現況
当総研が実施した「2014年度漁協アンケー

ト調査」から、漁協の女性部の状況について
詳細をみていこう。
同調査では、全国の沿岸地区漁協974組合の

うちの６割に当たる616組合から回答をいただ
いた。このうち、女性部が「ある」と回答し
た組合は351組合で回答漁協の57.0％を占めた。
地域別では、北海道、東北で女性部が「ある」
との回答割合が高まる（第１図）。正組合員数と
女性部の有無をみると、正組合員数が多いほど
女性部が存在していることがわかる（第２図）。
合併経験の有無と女性部の有無をみると、合

併経験のある組合のほうが女性部の存在して
いる割合は高いことが示された（第３図）。こ
の結果は、合併により、女性部の部員の成り
手が一定数確保できたことを示すものだと思
われる

（注）
。

組合の過去３年間の事業利益の傾向と女性
部との関係は、第４図のとおりである。事業

1　60年超の歴史をもつ
1951年に北海道の盃漁協で日本初の漁協女

性部が設立された。その経緯は、次のような
ものである。同漁協の管内では当時、不漁続
きであった。困窮する組合員を救うべく、組
合長が北海道信漁連に30万円の借入を申し込
んだ。しかし、信漁連からは「貯金を行うこ
とを条件に貸出を行う。家計を担当する女性
に無駄を見直して貯蓄するように指導しなさ
い」と諭された。そこで、組合長が女性たち
に相談したところ、彼女たちは生活改善のた
め、盃漁協婦人部貯蓄実行組合を立ち上げた。
この女性たちの奮起をきっかけに、全国各地

で、①漁家生活の合理化、②貯蓄の励行、③婦
人の地位向上などを目指し、多くの漁協で女
性部が創設された。そして女性部の活動は、家
計の改善という経済的自立を目的にするもの
から、時とともに植林、環境にやさしい石鹸
の普及など地域社会への貢献にまで及んだ。さ
らに、魚食普及活動から進んで起業する女性
たちもでてきた。このような活動は個々人の
力を結集した集合行為（collective action）とい
え、協同組合の活動史のなかでも無視できな
い貴重な歩みなのである。

2　女性部の役割
もともと女性部は、漁家の女性が親睦を深

める場であるとともに、家計のやりくり、記
帳、税務申告などの知識を身につける場であ
った。その後、様々な活動が増えていくにつ
れ、部員たちは活動のための計画策定、実行、
改善点の把握といった組織としての運営方法
を自然と身につけていった。近年、女性リー
ダーの育成機関としても女性部の役割が注目

主任研究員　田口さつき

漁協女性部のいま
─ 漁協アンケート調査から ─

部員数
90年 155,004
00 101,887
10 53,109
15 37,975
資料 全国漁協女性部連絡協議会資料

第1表　 漁協女性部の部員数
（単位　人）

農林中金総合研究所 
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第1図　地域別女性部の組織率（ｎ=616）

資料　農中総研『2014年度漁協アンケート調査結果』、以下同じ
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第2図　正組合員数階層別女性部の組織率（ｎ=608）
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第3図　合併経験別女性部の組織率（ｎ=616）
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第4図　事業利益別女性部の組織率（ｎ=601）
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利益が黒字傾向の組合においては６割超であ
る一方、赤字傾向の組合においては全漁協平
均（57.0％）を下回った。以上のように、地域の
漁業（そして漁協）の動向に女性部の有無も影響
を受けているようだ。

4　存続のために
女性部の存続が年々難しくなる状況のなか

で、改めて女性部の存在意義と重要性を認識
する部員は少なくない。各地で女性部の部員
たちは話し合いながら、負担のないようでき
る人だけが参加する、新たな部員の勧誘を行
うなどで、存続を図っている。

さらに、全国漁協女性部連絡協議会では若
手女性部員が同世代の全国の仲間とつながる
ことができるよう「第１回JF全国女性連フレ
ッシュ・ミズ部会」を17年１月に開催した。参
加者による、若手が参加しやすい女性部活動
の議論のなかで「若い女性の意見を聞く体制
ができていない」という意見があった。世代
間の交流をどう進めるかが課題となっている。
若い世代の意欲と、先輩世代の経験がかみ合
うことで、部員たちにとって意義深い女性部
の活動が継続することを願う。

　＜参考文献＞
・ 全国漁協女性部連絡協議会（2010）「漁協女性連の歩み～
都道府県女性連の足跡と現況～」

・ 農林中金総合研究所（2015）『2014年度漁協アンケート調
査結果』総研レポート　27基礎研No.3

（たぐち　さつき）

（注）複数の漁協が合併した場合、女性部のある組合
が一つでも含まれていると、新たに設立された組
合は女性部が存在する組合となるという効果もあ
るのかもしれない。

農林中金総合研究所 
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2　農業所得増大に向けた取組み
長野県は、地方版総合戦略の基本目標の一

つに、地域の資源・人材を生かした産業構造
の構築による「仕事と収入の確保」を据えて
おり、長野県信連はこの目標に対応して、農
業所得の増大を目指した様々な取組みを展開
している（第２表）。
農産物の消費拡大を目指して発案された「JA

農産物直売所クーポン券付定期貯金商品『マ
ルシェ

（注1）

』」は、信連が旗振り役となり、県内の
JAや農産物直売所、Ａ・コープが連携した取
組みである。マルシェは、定期貯金の契約金
額10万円につき、特典として農産物直売所と
Ａ・コープ各店舗で使用できるクーポン券500
円分が提供される商品である。15年、16年と
目標契約金額である200億円を達成する人気商

まち・ひと・しごと創生本部は、2017年１
月に公表した「地方創生への取組状況に係る
モニタリング調査結果（28年度）」にて、地方創
生に資する金融機関等の「特徴的な取組事例」
（35事例）を紹介している。そこでは、農林水産
業の成長産業化や観光地域づくりなど、10の
テーマについて先駆性のある事例が取り上げ
られている。そのうちの一つに、JA紀の里の
「直売所『めっけもん広場』を拠点とした観光
者や都市部住民との交流促進」も選ばれた。こ
のように各地で地方創生に向けた多様な取組
みが進んでいるなか、ここでは長野県信連の
事例を紹介する。

1　信連の地方創生プロジェクト会議の概要
長野県信連は、「地方版総合戦略」の策定や

運営、および市町村と密着したJAの取組支援
を目的に、15年７月に地方創生推進プロジェ
クトチームを設置した。プロジェクトは部署
横断的であり、経営企画部が主体となり、農
業部、JAバンク統括部、営業統括部等で構成
されている。月１回程度会議を開催し、地方
創生に関する新しい情報の交換や取組事項の
検討を行っている（第１表）。
プロジェクトチームの役割は、①地方版総

合戦略、特に農業・観光分野における地域活
性化策の検討・策定への積極的な関与、②農
業所得増大と地域活性化の具体策の検討・策
定、県・市町村の総合戦略との連携強化とし
ている。これまでに長野県のほかに、長野市、
松本市とも連携協定を締結し、地方創生に関
する意見交換を行っている。

研究員　佐藤彩生

長野県信連における地方創生への取組み
─ 農業所得増大と観光活性化に向けて ─

情報交換の内容、検討テーマの一部

第10回

・ 長野県とJAグループとの包括連携協定につい
て
・「小さな拠点づくり」について
・日本貿易振興機構の取組みについて
・高圧食品加工技術について
・ALL信州観光活性化ファンドLP定例報告会

第11、12回 ・ 地方創生推進プロジェクト中間報告（案）につい
て

第13回
・ 地方創生にかかるアドバイスパートナー協定の
締結について
・「食と農の景勝地」のブロック説明会の内容報
告

第14回
・信州大学工学部との連携について
・ジビエの活用について
・農産加工品展示商談会の報告
・白馬ギャロップ（株）の報告

第15回
・「観光ビジョン実現プログラム2016」における
取組事項の検討

・「地方仕事創生会議中間とりまとめ」の優良事
例の報告

資料  長野県信連の提供資料を基に筆者作成（16年11月ヒアリング
時）、以下同じ

（注）　16年以降開催分を掲載。

第1表　 地方創生プロジェクト会議の開催状況
（2016年～）
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品であり、新規のJA利用者の獲得に貢献して
いる。マルシェに着想を得て、ほかのいくつ
かの県でも同様の商品性の定期貯金を提供し
ている。
一方、首都圏への県内農産加工品の販路拡

大のために、信連が主催者となって東京で商
談会を開催し、JAや取引先企業の農産加工品
の商談・PRの機会を提供している。２年目と
なる16年には、出展者を10近く増やすなど、商
談会の内容の充実を図った。

3　観光振興における取組み
信連では、観光振興による地域活性化の取

組みにも力を入れている。17年１月に金沢市で
開催された、農産物や海産物、加工品等の商
談が行われる「JA・JFグループ北信越商談会」
では、商談のセッティングのほかに、取引先の
旅館が観光PRを行えるブースを設置した。商
談会の前日には石川県内のＡコープにて、長
野県の旅館が紹介されたパンフレットを1,200
部配布するなど、近隣県からの誘客も行った。
ほかにも、近年の長野県への外国人観光客

の増加に対応し、英語が苦手でも接客ができ
るようにと、取引先の観光関連事業者向けに
外国人への接客のセミナーも開催した。
また、県内の観光関連事業者への金融・ハ

ンズオン支援を通して観光振興を図るために、
八十二銀行等が主導して設立した「ALL信州
観光活性化ファンド

（注2）

」に、信連は有限責任組
合員として出資している。同ファンドはこれ
までに、湯田中、白馬、志賀高原の観光まち
づくり会社に投資を行った。観光関連事業者
への融資などで、以前から関係が強い地域も
あり、信連では、現地に赴いて地元住民から
意見を聞くなどしている。
さらに、県内の観光地別に事業者のデータ

を分析し、それぞれの地域にあった支援方法
を考える「観光地別支援方針」の策定を行う
予定である。

4　農業を生かした観光振興も検討
長野県信連は、地方版総合戦略が本格的に

実施される以前から、JAや取引先企業、他の
地域金融機関等の様々な主体と関わりながら、
農業と観光の両面で地域活性化に資する取組
みを積極的に展開してきた。加えて、外国人
観光客の増加といった外部環境の変化にも積
極的に対応している。さらには、農産物直売
所やワイナリー巡りのツアーなど、農業を生
かした観光振興の実施も検討しはじめている。
長野県信連の取組みは、時々のニーズに対し
ていち早くサポートを行うことで、農業所得
の増大と観光活性化に貢献している事例とい
えよう。

　＜参考文献＞
・ 佐藤彩生（2016）「総合事業を活用した貯金商品―長野県
における農業応援定期『マルシェ』―」『農中総研　調査
と情報』 5月号

・ 佐藤彩生（2017）「観光活性化ファンドによる地域金融機
関の観光振興への取組み」『農林金融』 2月号

（さとう　さき）

取組事項
・農業所得増大に向けた「長野県JAバンク県域サポート事業」
①商談会の開催（＊）、②JAの販売力強化支援事業、
③農業近代化資金の保証料助成、④農機具等購入応援事業、
⑤親元就農支援事業、⑥農業法人設立支援事業
・農機具等リース応援事業（アグリシードリース）の取扱い
・6次産業化支援
・新規就農者への融資
・JA農産物直売所クーポン券付定期貯金「マルシェ」の取扱い（＊）
（注） 1 　取組事項については、実施を検討しているものも含まれる。
 2 　＊の取組事項について、本稿で紹介。

第2表　 農業所得増大に向けた長野県信連の
取組事項

（注 1）詳細は佐藤（2016）を参照。
（注 2）詳細は佐藤（2017）を参照。同ファンドは、冒
頭で触れた地方創生における金融機関等の「特徴
的な事例」において、「観光地まちづくりモデル
構築による観光地の面的活性化へ向けた取組み」
として掲載されている。
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2　町おこし挑戦者の特徴
町おこし目的での挑戦者は、各地の商工会

や青年会議所、あるいはイベント実施のため
の実行委員会などが中心となるが、実際には
地元の企業や住民、自治体も含め、地域全体
が関わって実施されることが多い。
また、挑戦者が狙いとするところは、お祭

りや周年事業などを時機として、①地域の一
体感を高める、②集客力アップ、③地域のPR、
④海外への発信、⑤チャレンジの楽しさを伝
えるなどである。多くの場合、世界記録達成
となれば、テレビや新聞といったマスコミに
取り上げられることから、町おこし目的での
挑戦者にとって、対外的に地域をPRできる効
果は大きいといえる。
記録挑戦に際しては、既存の記録への挑戦

だけでなく、新たな分野を創設してもらえる
よう申請することもできる。ただし、その場
合には世界のどこでも同条件で挑戦できるよ
う、測定・証明・標準化・記録更新が可能で
あることが審査のポイントとなる。
町おこし目的で挑戦する場合の最近の特徴

としては、①つくる・並べる・食べさせあう
など食品に関する分野が多いこと、②大勢の
人が一堂に会する形で挑戦する例が多いこと、
③先行実施した自治体に意見を聞くなど事前
にしっかりと調査したうえで申請の相談に来
る例が多いことなどが挙げられ、ニュースと
して取り上げられるよう意識しながら企画し
ているといってもよいだろう。
なお、食品に関する記録に挑戦する際には

食べ物を無駄にしてはいけないという規定が
あり、この規定に反した場合、記録は無効と
なる。

1　申請件数は増加傾向
あらゆる世界一を認定・登録する「ギネス

世界記録™」に挑戦する地域や企業が国内で
盛り上がりを見せつつある。
かつて日本から同記録に挑戦するには英国

の本部と英語でやり取りする必要があったが、
日本からの要望が多いことを受けて2008年か
らは日本語での申請受付が開始された。また、
10年に日本支社「ギネスワールドレコーズジ
ャパン」が開設された後は、相談・支援体制
が充実したことから問合せが増加した。
同社は全国各地で世界一の認定を行ってい

るが、地域が一体となって、町おこしの一環
として記録に挑戦する実状を踏まえ、13年か
らは日本独自のサービス「ギネス世界記録 町
おこしニッポン」をスタートさせ、世界記録
挑戦による地域活性化支援に本格的に乗り出
すこととなった。こうしたことから、同社に
寄せられた15年の町おこし申請件数は51件と、
いわゆる「平成の大合併」により誕生した自
治体が10周年を迎えたこともあり、過去最多
となった（第１図）。

主任研究員　木村俊文

世界記録挑戦で地域活性化

第1図　ギネス世界記録挑戦件数の推移（国内）
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資料　ギネスワールドレコーズジャパン
（注） 公式認定員を現地に派遣した件数。
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3　将来につながる展開が望まれる
農林水産関連の主な世界記録においても、「食

品分野に多人数で挑戦する」という例がよく
見られる。しかし、大がかりな準備や多額の
費用を投入して世界記録に挑戦するものの、お
祭りやイベントといった性質上、一時的な盛
り上がりで終わってしまうことが懸念される。
とはいえ、参加・体験して食品を持ち帰っ

てもらうなど、イベント開催を通じて農業や
水産業への理解促進とファンづくりにつなが
るほか、地域の魅力再発見や地域ブランドの
形成にも資すると考えられる。
なかでも、単なる一過性のお祭りに終わら

せることなく、長期的にも地域活性化につな
がるといった観点で特筆すべきは、長崎県の
JA壱岐市の例である（第１表）。同JAは、リレ
ー形式で「壱岐牛」を食べさせあう世界記録
の認定後、参加者の大多数を占めた地元の高
校生450人ほどを「壱岐牛PR大使」に任命し
た。これにより将来的にも各地で地元のブラ
ンド牛をPRすることが期待され、なかには畜
産業の継承に意欲を示す生徒も現れるなど、地
域の持続的な活力につながると考えられる。
なお、経済効果に関しては、ブランド総合

記録名 時期 挑戦者
（所在地） 記録 概要

世界一長い
串焼きの肉 11年11月

石垣牛大バーベキュー大会
実行委員会

（沖縄県石垣市）
107.6m

石垣島の特産である「石垣牛」をPRしようと、2年後に開港を
控えた新石垣空港の予定地内で開催された記録挑戦イベン
ト。1,700人ほどの参加者が５時間を要して、1本の串の両端
から肉を刺して焼き、串焼きの長さで世界一に挑戦したもの。

リレー形式で
食べさせあった
最多人数

14年11月
JA壱岐市を中心とした

「世界記録で壱岐の島おこし
実行委員会」

（長崎県壱岐市）

555人
農協合併50周年を記念してJA壱岐市が「壱岐牛」の知名度
向上も兼ねて企画。JA壱岐市は世界一認定後、イベントに参
加した県立壱岐高と同壱岐商高の生徒450人ほどを「壱岐
牛PR大使」に任命。

最大の木造
コンサートホール 16年1月 南陽市文化会館

（山形県南陽市） 1,403席
15年10月にオープンした南陽市文化会館が「最大の木造コ
ンサートホール」に認定。全国初となる大型木造耐火の文化
ホールであり、建物全体の木材調達（伐採・集積・運搬）は米沢
地方森林組合が担当。

同時におにぎりを
作った最多人数 16年10月

上川地区農業協同組合長会
（事務局：JA北海道中央会

旭川支所）
1,273人

地元の新興ブランド米「ゆめぴりか」と米どころである「上川」を
PRしようと地元JAグループによる「秋の大収穫祭2016」のな
かで実施。1人1個ずつ具を入れながらおにぎりを作り、5分間の
制限時間内に基準に沿って完成させた人の人数を競うもの。

最も長い
食用魚の列 16年10月

三陸大船渡さんままつり
実行委員会

（岩手県大船渡市）
1,260匹

全国有数のさんまの水揚げを誇る大船渡港で、水産業が盛ん
な地域であることをPRしようと、市民など360人が参加して挑
戦。さんまをつなげて、1本の長い列にするという企画。

資料 報道等から作成
（注）　すでに更新された記録も含む。

第1表　 町おこしの主なギネス世界記録（農林水産関連）

研究所が11年11
月に石垣市で開
催されたイベン
ト「世界一長い
串焼きの肉」へ
の挑戦について、
直接的な価値が
0.34億円、地元
への波及効果が
0.95億円、広告
宣伝効果が0.56
億円と、計1.85
億円に達したと
の試算を公表している。同市の歳出額（11年度
で214.0億円）や農業産出額（14年度で94.4億円）な
どを踏まえると、僅かとはいえ地元経済の押
し上げに貢献したと考えられる。このほか、世
界一となったことが契機となり、販路拡大や
企業誘致など長期的な波及効果につながる例
も見られる。
以上、ギネス世界記録の概要と記録挑戦を

活用した事例を紹介した。ユニークな町おこ
しを考えるうえで参考となれば幸いである。

（きむら　としぶみ）

さんまを1,260匹並べて世界
記録達成「第30回三陸大船渡
さんままつり」

©2016 Guinness World Records Limited
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回答した世帯を合わせると移住世帯全体の
17.3％となる。これは、鳥取県でも「農」に
関心を持つ人が移住の一翼を担っていること
を示している。
また、農林水産業と田舎暮らしを志向と回

答した世帯主の年齢分布（第１図）をみると、
農林水産業と回答した人は20～40代に多く、
田舎暮らしを志向と回答した人は60代以降が
最も多いことが特徴である。若い世代は就業
を、高齢世代は田舎暮らしを志向した移住が
多い一方で、若い世代のなかにも田舎暮らし
を志向する傾向が強い。

3　新規雇用、新規参入の割合が高い鳥取県
次に、全国と鳥取県における新規就農者数

の内訳（第２図）を比較すると、新規参入者（非
農家出身者または農家出身者で実家とは別に農
業経営を開始した者）と新規雇用者（農業法人等
への雇用就農）の割合は鳥取県のほうが全国より
も高く、新規自営者（農家出身者で自家農業へ

の就農）の割合は低いことが特
徴である

（注）

。

4　 新規参入を後押しする
地理的条件
それでは、農業への参入障壁

がより高いと考えられる新規参
入の周辺環境を、鳥取県の地理
的条件と支援施策から確認する。
新規参入者は、初期投資を抑

えられ、手に入りやすい小規模
な農地で露地野菜などの園芸作
物から営農を開始し、参入リス
クを抑えることが一般的である。
水稲が盛んな地域では、地縁の

1　「農」に関心を持つ移住希望者
農家の高齢化と後継者不足に対処するうえ

では、農地集積や経営規模拡大等の生産性向
上だけでなく、農業の担い手確保や、農地や
農村コミュニティなどの「農」と関わりを持っ
て暮らす人を増やす取組みも求められている。
一方、就農や田舎暮らしといった「農」に

関心を持つ人が増えており、地方への移住者
数も増加傾向にある。そこで、移住促進政策
等による移住者が特に多い鳥取県を取り上げ、
同県へ移住した理由、同県の新規就農状況と
新規就農支援の施策展開から、さらなる農業
の担い手確保に向けた課題を検討する。

2　 2割弱が「農」に関心を持つ移住
まず、鳥取県への移住理由（第１表）をみる

と、企業等への就職の回答が世帯数、割合と
もに最大であることが確認できる。農林水産
業と回答した世帯数は４年間で移住した世帯
の５％であるが、これに田舎暮らしを志向と

研究員　多田忠義

「農」に関心を持つ移住者と鳥取県の新規就農支援

移住目的
12～15年度の

合計
割合

農林水産業 125 5.0
田舎暮らしを志向 307 12.3
企業等への就職 1,047 41.8
起業 71 2.8
結婚・子育て 317 12.7
介護 63 2.5
退職・卒業等による帰郷 428 17.1
その他 146 5.8
合計 2,504 100.0
資料  鳥取県元気づくり総本部元気づくり推進
局とっとり暮らし支援課資料

第1表　 鳥取県への移住目的別
世帯数の推移

（単位　世帯、％）

第1図　年代別移住理由の
　　　　世帯数推移
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資料　第1表に同じ
（注） 12～15年度の合計値。

農林水産業
田舎暮らしを志向
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ない非農家出身者が水田を確保し難い場合も
あり、参入障壁が高いためである。
鳥取県の農産物販売金額をみると、水稲に

特化せず、露地・施設野菜、果樹、花卉、酪農、
畜産など、それぞれの割合が全体の１～２割
で、作物選択上の障壁は低い。また、積雪対
策は必要であるものの、風水害のリスクは比
較的低く、関西等消費地に近いこともあり、
新規参入しやすい地理的条件であるといえる。

5　独自工夫を重ねる新規就農支援施策
鳥取県では、農林水産部経営支援課、（公財）

鳥取県農業農村担い手育成機構（以下「担い手
機構」）、JA、市町村等が連携して新規就農支
援施策を実施している。
その特徴の一つ目は、担い手機構が農地中

間管理事業と担い手育成に関する事業を一体
的に実施している点である。そのため、農地
確保、実践的な各種研修等の就農支援がワン
ストップで受けられる。また、非農家出身者
にとって農地確保は住居確保と並んで最大の
参入障壁であるが、担い手機構では、新規就
農者に一番良い農地を提供するよう最大限配
慮している。
二つ目は、国の制度を基本としつつ、青年

就農給付金（準備型）を上回る研修手当の支給、
支援を受けられる年齢要件の引上げ、農業機
械・施設の導入助成、国の支援対象とならな
い親元での就農研修に対する助成、新規就農
者間の情報交換の機会提供と活動助成などの
県独自の事業が挙げられる。
三つ目は、事前相談、研修前の農業体験の

充実、研修時における就農意志の確認徹底、就
農研修期間の拡大、研修生受入れ農家に対す
る研修の実施、営農作目・作物の選択助言な
どの工夫を重ね、研修受講生に占める独立就

（注）この調査では、各種補助事業を利用せず親元就
農した人や農業法人に就職した人数を補足できて
いない可能性があるものの、関係機関への聞き取
り結果も加味された数字であり、実態と大きくか
け離れているとは考えにくい。

農者の割合（定着率）を改善させたことである。
2009年の１期生は20％であったが、７期生は
94.4％となっている。

6　「農」に対する関心から農業の担い手へ
これまで述べた諸条件を乗り越えても、農

業の担い手希望者を確保し、育成する困難と
して、①新規参入時には数百万円規模の自己
資金が不可欠、②研修後も、土づくりや自身
の技術向上に相応の年月を要する、③地域ご
との主力作物や営農方法と、新規参入者が思
い描く作りたい作物や理想とする農法との不
一致とこれによる就農断念、が挙げられる。
前述①②は農業経営を成り立たせるうえで

不可欠であるが、③は、多様な農業を支援す
る体制が整えば、参入障壁は緩和される。こ
の多様な農業は、「農」に関心を持つ人を引き
付け、農業の担い手確保につながる好循環を
創り出せると考えられる。
例えば、島根県では、県外からUIターンし

て農業とほかの仕事（Ｘ）を組み合わせた働き
方を実践する「半農半Ｘ」を支援し、移住者
と農業の担い手の確保につながっている。し
かも、この支援を受けた人のなかから、認定
農業者へと成長した人もいると聞く。多様な
農業を実践できるよう、「農」への関わりを持
とうとする人を支援することが、結果として
農業の担い手を確保することにつながること
を示している。

（ただ　ただよし）

資料　農林水産省「新規就農者調査」、鳥取県農林水産部経営支援
課提供資料

（注） 全国は14年2月～15年1月、鳥取県は15年1～12月で集計。

第2図　新規就農者数の内訳（2015年）

全国
6.5万人

鳥取県
136人

新規自営
21％

新規自営
78％

新規雇用
16

新規雇用
55

新規参入
24

新規参入
6
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寄　稿

気象と災害、④食料供給と価格の変動、⑤国
境を超えた水資源管理、⑥海面上昇と沿岸の
劣化、⑦気候政策による意図せぬ影響（adelphi 
ほか（2015））。そのうち④では、07年から09年
にかけて40を超える国で発生した食料資源を
めぐる暴動に触れ、気候変動の影響を受けた
農作物の収量低下から食料供給への不安と大
幅な価格変動へつながり、ひいては内乱や紛
争を引き起こすリスクにも言及している。

3　 グローバルな政策
― ポスト2015アジェンダ ―

日本でも顕著となっている豪雨災害など局
地的に生じている災害は、上述の考え方に照
らすと、その地域に固有で一時的なものでは
なくグローバルに連鎖する「人間の安全保障」
にかかわるものといえる。冷戦終結以降、軍
事的なそれまでの国家安全保障に加えて、貧
困、環境、紛争、感染症など「人間の安全」に
対する脅威に対処し、課題を包括的に捉える
見方が重要視されてきた。Think Globally、Act 
Locallyという標語が示す考え方にも通じる。
課題分野ごとに、異なる国際機関やNGOが

個別に対応する縦割りが従前は目立った。と
ころが15年を境として、防災、開発、貧困、人
道、平和、気候変動適応などの分野にかかる
政策が相互に協調するようになった。例えば、
仙台防災枠組2015-2030や国連持続可能な開発
目標（SDGs）、気候変動枠組条約の後継である
パリ協定など、持続可能な社会づくりによる
課題解決を目指すいわば「ポスト2015グロー
バル・アジェンダ」として整備されてきてい

1　多発する自然災害
東日本大震災から６年。復興途上の東北の

被災地では、あの震災の惨事を他の地域の人
たちや、将来の世代に味わってほしくないと
いう思いで様々な経験の伝承や防災の取組が
展開されている。一方、こうしている間にも
国内外では多くの自然災害が発生している。な
かでも気候変動などの影響が指摘される極端
気象による災害は、地震や津波などの対策と
ともに、地球規模で捉え影響が及ぶ多様な側
面からの解明と対策が必要である。そこで本
稿では、「気候脆弱性リスク」についての最近
の議論を概括し、その解決策の一つとして、教
育の役割について例示したい。

2　国の脆弱性をも招く気候変動
2011年のタイでの洪水が、観光に打撃を与

えただけでなく、日本の製造業の操業停止を
余儀なくされるなど、サプライチェーンの問
題にも影響を与えたことは記憶に新しい。ま
た15年の東北・関東豪雨では農業生産に大き
な被害をもたらした。近年アフリカでは、作
物不足により移民の発生や、地域内紛争を引
き起こしており、ナイジェリアでは内政不安
定の火種となったという。地域経済や政情な
どへ潜在的に多様な悪影響をもたらし得る「気
候脆弱性リスク」への関心が高まっている。
15年にG7加盟国の諮問により刊行された報

告「平和のための新たな気候」（A New Climate 
for Peace）では、気候脆弱性リスクに関して以
下７つの複合的要素を挙げている。①地域内
の資源競争、②生計の不安定と移住、③極端

宮城教育大学 防災教育未来づくり総合研究センター 特任准教授　小田隆史

人間の安全保障と気候脆弱性リスク
─持続可能な社会づくりを担う将来世代の育成─
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る。「関心の喚起」→「理解の深化」→「参加
する態度や問題解決能力の育成」を通じた「具
体的な行動」への結実という一連の学習プロ
セスの繰り返しが、児童・生徒の自発性を喚
起させる。結果として新たな価値観や行動が
生み出され、持続可能な社会の担い手を育ん
でいる（Oda（2016））。
ユネスコスクールに加盟するある気仙沼市

の高校では、震災前後で三陸の環境や産業に
どのような影響があったか、どう自然と共生
すべきかなど、多様なテーマで、地域の人た
ちや大学の専門家の力を借りながら探求学習
を行っている。調べた結果を、国内外の他の
学校と交流して発表するなど、継続的な協働
型学習を通じて、批判的・科学的思考力、コ
ミュニケーション力が養われているようだ。
次第に復興公営住宅などへの入居者が増え

るなか、この学校には未だに仮設住宅から通
う生徒たちがいるという。街では、工事のト
ラックが行き交い復旧工事は今もつづく。将
来世代を担うこうした若者が、地域の復興に
向き合いつつ、ローカルとグローバルの両面
から、持続可能な社会づくりのためどう行動
すべきかを学び行動することは、中長期的に
みて人間の安全保障を確たるものとし、気候
脆弱性リスクの軽減の一助になる有効な手段
の一つとして期待できよう。

　＜参考文献＞
・ adelphi, International Alert, The Wilson Center, 
The European Union Institute for Security Studies 
（2015）, A New Climate for Peace: Taking Action 
on Climate and Fragility Risks, An independent 
report commissioned by the G7 members

・ Oda, Takashi （2016）, “Bridging Multi-Stakeholders 
for Disaster Risk Reduction Through Education 
for Sustainable Development into the Post-2015 
Framework,” Journal of Disaster Research 11-3, 
pp387-393, Fuji Technology Press Ltd.

（おだ　たかし）

る。これは単に政策枠組を相互に参照・引用
するという意味だけでなく、各国中央政府内
での縦割り行政間の連携を期待させる。

4　教育を通じたローカルな取組
複合的なリスクに対応するには、地域レベ

ルにおいても多様な主体が連携して取組まれ
るべきである。いくつか有効と思われる取組
のうち、教育の役割に注目したい。日本は、持
続可能な開発のための教育（ESD）を提唱し、ESD
を推進するユネスコスクールの活動を支援し
ている。宮城県気仙沼市は、ESDが提唱され
た02年頃から、この教育を先駆けて推進して
きており、筆者も黎明期からその発展を見守
ってきた（写真）。ESD活動を通じて日頃から
培ってきた地域の様々な主体間の「顔の見え
る関係」が震災時の避難所運営などで生かさ
れたという。ESDは、環境、生物多様性、エ
ネルギー、地域文化、平和、国際理解などの
まさに人間の安全保障にかかるテーマを地域
のリソースを生かしながら行う教育である。
したがって、例えば先述の局地的に起きて

いる豪雨災害という出来事を、それに関連す
るグローバルな環境問題とリンクさせながら
理解させ、この災害を軽減させるため身近な
地域で実践すべき多面的な解決策を考えさせ

震災前から実施している環境と共生した気仙沼の街づくり
を考えるESD学習
（写真：気仙沼市立面瀬小学校）
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現地ルポルタージュ

目指す」（一部筆者意訳）ことにある。
まず、草木堆肥の生産では落葉枝・剪定枝

等を収集し、農場で裁断・破砕する。それを
伝統的な製法（一次発酵・切り返し・二次発酵）
で完熟させ、最後に土粒状に成形し有機肥料
として出荷する。

もう一つの事業の柱である食品残渣等廃棄
物の処理では、広範囲に回収ルートを整備し
自社トラックによる回収作業を請け負ってい
る。食品工場の残渣に加え、レストランやホ
テルでの食べ残しなどを蓋付きの専用容器を
用意し回収する。年間で専用容器６万８千個
分、重量にして８万２千トンを処理しており、
処理手数料（トン当たり60ユーロ〔法定〕）が大き
な収入源になっている（以降、数値は全て15年デ

1　バイオマス利用の原点回帰
本誌前号でドイツでのバイオマス利用、と

くにバイオマス発電では“トウモロコシだらけ”
という表現を用いて、発電の原料とするエネ
ルギー作物としてのトウモロコシ（デントコー
ン）の栽培が拡大し、本来の有機・循環型農業
とかけ離れたものになっている側面を指摘し
た。そのようなエネルギー作物に依存するの
ではなく食品残渣等を中心にバイオマス発電
に取り組むドイツ・ヘーグル（Högl）農場の事
業モデルを紹介する。
ヘーグル農場はドイツ南部バイエルン州の

州都ミュンヘンの北80kmにある田園地帯フォ
ルケンシュバントに位置し、当地があるハラ
タウ地方は世界有数のビール用ホップの産地
である。この地で当農場は農家林家から出発
し、ホップ栽培は土地を痩せさせることから
草木堆肥の供給（生産・販売）を長年手掛けてい
る。1993年に食品残渣の取扱いを開始し廃棄
物処理の事業領域を順次拡大、2000年ドイツ
での固定価格買取制度（以下「FIT」）導入に伴
いバイオガスプラントでの売電を始めた。
敷地面積５haの中に社屋・住居、堆肥場、バ

イオガスプラントを配し、草木（落葉枝・剪定
枝等）堆肥の生産・販売と食品残渣等廃棄物の
回収・処理の２事業を主軸に展開している。現
在62名を雇用し、農家企業複合体の様相とな
っている。

2　事業モデルの紹介
農場を経営するヘーグル夫妻が語る事業理

念は「農業を家業とし農場をルーツとする当
社は、農民の精神をもって循環型農業を実現
し、環境を重視した持続可能な社会の構築を

主任研究員　河原林孝由基

“農場”と名乗ることのプライド
─ ドイツ・ヘーグル農場でのバイオマス利用 ─

草木堆肥場。二次発酵後、機械で土粒状に成形

食品残渣等廃棄物処理場。手前が専用容器
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ータ）。
食品残渣等はバイオガスプラントで嫌気発

酵処理により処分する。その過程で生成される
バイオガス（メタンが主成分）をエネルギー源と
して発電（バイオマス発電）や熱供給を行ってい
る。プラント総工事費は４百万ユーロ、1,400kW
の発電機を導入し稼働率は50～60％とのこと
である。発電した電力はFITにより売電し収
入源となっている。プラントは順次拡大して
きており、FITの買取価格はプラント稼働の時
点ごとに区々である。ちなみに、直近の買取
価格は13.5セント／kWh（大型施設）である。食
品残渣については法令で70℃の熱処理を行う
ことが義務付けられており、発電の熱を循環
利用している。熱電併せてのエネルギー生産
量は年間11百万kWhとなっている。
発酵済み残渣（消化液）は固液分離を行い、

固形物は堆肥に、液分は液肥として有機肥料
にする。液肥の生産量は年間１万６千㎥、３万
トンあり、散布作業も請け負っている。堆肥
については草木堆肥の生産が大半だが、食品
残渣によるものを含め年間３万１千トンを生産・
販売しており、これも主要な収入源になって
いる。
今回の聞き取り調査では有機肥料販売の具

体的な金額は不明であったが、それを除いて
も収入の総額は６百万ユーロ規模（筆者推計）に
なり、現状62名の雇用を維持している。

3　事業モデルの評価
近年、ドイツでは再生可能エネルギー（以

下「再エネ」）電力は市場価格化の流れのなか
で買取価格は引下げの一途にある。一方で、食
品残渣の処理手数料は高水準で推移している。
当農場は一連の事業プロセスのなかで、①

食品残渣の処理手数料、②売電収入、③有機
肥料販売収入といった複数の収益機会を捉え
ている。①～③を構成するそれぞれの市場間

の相関は希薄であるため、一方の収入が減少
しても他方の収入への影響はほとんどないこ
とから全体として持続的な事業展開を可能に
している。
このモデルは、モノカルチャーな事業モデ

ルであるエネルギー作物一辺倒のバイオマス
発電への対案を示唆しているといえよう。

4　バイオマス資源の広範な利用を実現
フランツ・ヘーグル氏は「自分たちの原点

は農家・農業にある。エネルギー作物の栽培
は農業ではない。むしろ食品残渣などバイオ
マス資源利用の方が農業に近いと思っている。
有機・循環型農業が実現できるからだ。再エ
ネ電力の市場化の流れのなかでもやっていけ
るのは、売電だけでなく食品残渣の処理手数
料があるなど広くバイオマスの利用・循環に
意義を見いだし、活路を開いてきたからだ。地
域の人を62名雇用するまでになったことがそ
の証左だ」と語られていた。“農場”と名乗る
ことへのプライドがそこにある。
ドイツ語で農業はLand Wirtschafts “土地”

の“経済”を意味する。農業は単に食料供給に
とどまるのではなく、その土地での“生業”で
ある。当農場は農家林家から出発し食品残渣
等の回収・処理全般の仕組み（リバース・サプ
ライチェーン）を構築するに至り、バイオマス
の生産（回収）→加工→流通へと６次産業化を
図ってきたとも解釈できる。地域のバイオマ
ス資源を広く活用し地域の雇用につなげてお
り、売電だけに頼ることなく将来的なFITの
出口を見据えた取組みとして示唆に富むもの
である。

（かわらばやし　たかゆき）
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農林金融2017年 3月号

農林金融2017年 2月号
農業金融の手段としての出資について

（髙山航希）

近年、農業法人投資育成制度を利用した投資会
社や投資組合、農林漁業成長産業化支援機構のサ
ブファンドが注目を集めている。これらの投資主
体は出資によって農業法人や農業関連産業に投資
を行っているが、その特徴は金銭的なリターンだ
けでなく地域経済の発展などの公益的なリターン
も重視している点にある。
出資によって農業法人や農業関連産業に投資を

行うことは、法人の経営の安定化に寄与し、事業
拡大を促す効果が高い。その波及効果として、地
域経済を活性化する効果も考えられよう。現状、
これら投資主体は官民連携で設立されていること
が多いが、それによって、農業への出資による投
資が促進されていると考えられる。農業金融の新
たなツールとして、投資主体からの出資は今後一
層の機能発揮が期待される。

消費者との関係性強化による 6次産業化
（尾高恵美）

本稿では、 6次産業化において農業者と消費者

との関係性を形成するプロセスについて、農産物

オーナー制度と地域支援型農業（CSA）を対象に考

察した。

消費者が多面的に協力する事例からは、①消費

者が期待する農産物を獲得するプロセス、②交流

により農業者への信頼感が高まるプロセス、③作

業体験を重ねて農業への理解が進むプロセスを通

じて、農業者との関係性が強化され、取引継続に

つながることが示唆された。

農業者の所得増大に向けて、農協としては、自

ら主体となった 6次産業化の拡大と農業者による

6次産業化支援のため、地域の消費者である准組

合員との関係性を意識した取組みが一層重要とな

ろう。

農地除染の経緯と課題
（岡山信夫）

福島県においては、本年 3月末を目途に帰還困

難区域を除く全地域で農地除染を含む面的除染が

完了する見込みであり、避難指示解除に並行して

営農再開が本格化することになる。

農地土壌汚染に関しては、農用地土壌汚染防止

法があり、農用地土壌汚染対策地域の指定、農用

地土壌汚染対策計画の策定、汚染状況の常時監視

などが定められている。

しかし、放射性物質による汚染については適用

除外となっているため、同法に基づく汚染防止対

策などの対処ができないことから、放射性物質汚

染対処特措法による除染事業によって農地復元が

なされた。

本稿は、農地除染がどのように実施されたかを

今後の課題等を含め整理したものである。

福島原発事故からの農業再生
（行友　弥）

原発事故で打撃を受けた福島県の農業は、全体

としては緩やかな回復過程にある。作物への放射

性物質の影響も大幅に軽減され、県産食品の安全

性は担保されている。しかし、事故の風化が進む

一方でいわゆる「風評被害」は根強く、流通過程

での不利な扱いが固定化している面もある。生産

現場でも、避難指示区域を中心に農業者の帰還、

担い手の確保、農地や水利施設の復旧と保全、鳥

獣害など多くの課題がある。

原発被災地の農業再生には、これらの障害を一

つ一つ取り除く息の長い取組みが必要であり、関

係機関が有機的に連携して取り組まなければなら

ない。政府は東京五輪をゴールに復興を「加速」

する姿勢を鮮明にしているが、当事者を置き去り

にしない「人間の復興」が求められる。
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金融市場農林金融2017年 2月号
観光活性化ファンドによる地域金融機関の

観光振興への取組み
（佐藤彩生）

観光振興を目的としたファンド数は2015年に急
増した。背景には、停滞する地域経済の活性化の
ために、地域金融機関が経済波及効果の期待でき
る観光に注目したことがあると考えられる。
本稿では、観光活性化ファンドによる観光まち

づくり会社への投融資事例から、観光まちづくり
会社の取組みや地域金融機関の支援内容をみた。
これら事例では、地域の課題に取り組みたいとす
る内発的な活動が重要な意味を持つとともに、地
域金融機関が地域住民等の意見の調整役となって
いたことが共通していた。
観光活性化ファンドを活用し、観光まちづくり

会社が機能することで観光需要の戦略的な取り込
みができれば、地域産業の活性化につながってい
くものとみられる。

潮流 　世界経済は分断か連携のどちらへ向かうのか

情勢判断
輸出・設備投資が牽引する国内景気

情勢判断（海外経済金融）
1　好スタートを切った17年の米国経済

2　春節前後の高め誘導の金融調節の背景

分析レポート
1　物価上昇率の回復が浮き彫りにする

ユーロ圏の問題点

2　米国の国境税導入の議論について

3　供給過剰懸念が高まっている賃貸住宅市場

経済見通し
2016～18年度改訂経済見通し

今月の焦点
OPECの減産合意と原油価格

2017年 3月号

潮流 　トランポノミクスの今後の展開

情勢判断
保護主義への懸念の中、国内景気の持ち直しが

進行

情勢判断（海外経済金融）
1　 米国経済は堅調を維持

2　地方の「両会」からみる2017年の中国経済

分析レポート
1　 多様な懸念材料を抱える17年のユーロ圏の

金融市場

2　マイナス金利政策下における協同組織金融

機関の戦略

海外の話題
香港の意外な「公営」企業

2017年 2月号

農林金融2017年 3月号
（外部寄稿）

トウモロコシ・ソルガム栽培による
相双地区の土地利用型農業の復興

（福島大学うつくしまふくしま未来支援センター 

農・環境復興支援部門 特任准教授　石井秀樹）

南相馬市には 5千haの水田があり、震災前は 3

千haで食用米が作られていたが、2016年度の作付
けは1.7千haにとどまり、その 8割は飼料米であっ
た。飼料米の補助金の継続が不透明であり、将来
的な担い手が不足するなか、水稲のみに頼らない
新しい作目の導入が不可欠である。
本稿では、子実トウモロコシ栽培による相双地

区の土地利用型農業の再生に向けた取組みを紹介
しながら、当該作物の農地保全、地力涵養として
の有効性、放射能対策としての合理性を論ずる。
また、飼料栽培、耕畜連携、畜産ふん尿を用いた
バイオガス発電事業の展望と課題を考察し、創造
的復興に向けた問題提起を行う。
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あぜみち

映画の力

と一歩で甲子園出場を果たせない壁を打ち破

るため、野球部員が演劇部を掛け持ちすると

いう前代未聞の話で、若者たちのほとばしる

汗と熱い息づかいが聞こえてくる青春群像劇

です。この映画の話を初めて聞いたのは３年

前で、当時は物語の大筋は決まっていたもの

の、登場人物の設定など細かな点はまだ決ま

っていない状態でした。そこで、八女はお茶、

イチゴ、電照菊をはじめ、農業がとても盛ん

な地区なので、登場人物の実家は農家にした

らどうでしょうか、と提案をしました。その

提案にプロデューサーが大いに賛同してくれ

て、中心的な人物である青年はイチゴ農家、ヒ

ロインの女子高生は電照菊農家の設定となり、

また、野球部員たちが茶畑や果樹園を走るシ

ーンが取り入れられることになりました。映

画は本年３月～４月のロケーション、夏以降

完成の予定です。

現在は、映画やテレビドラマなどの撮影を

誘致するいわゆる「フィルム・コミッション」

組織が全国にあり、それぞれ誘致活動を行っ

ています。八女地域には自然豊かな風景や風

情が数多くあり、映画やテレビドラマなどの

ロケには非常に適しています。今回の映画製

作を契機に、八女でも「フィルム・コミッシ

ョン」を設立し、自然、文化、特産品など八

女の魅力を全国に情報発信し、地域の活性化

につなげていきたいと思います。
（ひらい　やすふみ）

近年、映画業界が元気ですが、そんな中、農

業・農村をテーマにした映画も数多く製作さ

れています。印象深い作品は、徳島県上勝町

で、70～80代の女性が中心となって葉っぱを

料理のつまものとして販売し、２億6,000万円

の売上高をあげるビジネスとして成功させた

実話を映画化した「人生、いろどり」（2012年）

や、絶対に不可能と言われた無農薬リンゴの

栽培に成功した青森の農家・木村秋則氏の実

話を映画化した「奇跡のリンゴ」（2013年）など

です。また、大阪の小学校６年生のクラスで、

食べることを前提として１年間大切に育てて

きたブタを食べるかどうかで大論争を巻き起

こす子どもたちを描いた「ブタがいた教室」
（2008年）も秀作でした。

私は３年前に35年勤務したJAを退職し、現

在は福岡県八女市で茶と水稲を栽培している

農業者です。昔から映画が好きで今でもよく

映画館に通っていますが、最近は観るだけで

はなく映画の製作に何らかの形で関わること

ができないかと常々考えていました。

そんな時、地元、八女市のとある高校での

実話の映画化の話が持ち上がり、映画「野球

部員、演劇の舞台に立つ！～甲子園まで642キ

ロ～」が八女市を舞台に製作されることにな

りました。縁あってこの映画の製作をお手伝

いすることになり、地元で「映画を支援する

会」を発足させて、八女発の映画の成功に向

けて現在活動を行っております。

この映画は、野球名門高校の野球部員が、あ

映画「野球部員、演劇の舞台に立つ！～甲子園まで642キロ～」を支援する会
 事務局長　平井靖文（農業）
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